
事業事前評価表（開発計画調査型技術協力） 
作成日：平成 23 年 10 月 18 日 

担当部署：農村開発部畑作地帯第二課 

１．案件名  

エジプト国 中央デルタ灌漑のための排水水質管理・再利用プロジェクト 

Project for Drainage Water Quality Control for Irrigation in Middle Delta 

２．協力概要 

（１）事業の目的  

・灌漑のための水質保全対策を含む排水再利用計画が策定される。 

・計画の策定及びパイロットプロジェクトの実施を通じて、C/Pの事業計画策定及び事業実施能力

が向上する。 

 

（２）調査期間  

2012 年 1月～2014 年 12 月（36 カ月） 

 

（３）総調査費用    4.3 億円 

 

（４）協力相手先機関  

水資源灌漑省、農業土地開拓省、環境省、住宅省、国際協力省、カフルシェイク県 

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）  

（ａ）対象分野：灌漑、水質保全 

（ｂ）対象地域：中央ナイルデルタ（カフルシェイク県1）。 

 

（６）受益者 

直接受益者：水資源灌漑省及びカフルシェイク県カウンターパート(C/P)、カフルシェイク県の

パイロットプロジェクトを実施する流域住民 

間接受益者：農業土地開拓省、住宅省、環境省、国際協力省の職員、カフルシェイク県住民 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点  

エジプト国の降雨量は非常に尐なく、その水源をほぼ全面的にナイル河川水に依存して

いる。1959 年にスーダン国と結んだ協定により、エジプト国のナイル川からの年間利用可

能量は 555 億㎥と規定されている。エジプト国における水資源灌漑セクターでは、この限

られた水資源の有効利用が中心課題である。 

一方で、急激な人口増加（年 2％、約 150 万人／年）、それに伴う食糧増産のための農地

開発、さらに経済成長も加わり農業・工業・生活用水の水需要が大幅に増加し、水需要の

逼迫が懸念されている。特にナイル川の下流域であるナイルデルタ地域では農業用水の不

足が発生しており、農業用水の確保は国家の重要課題の一つとなっている。 

この状況下、地下水の開発による新規水源の開発、既耕地における節水、排水の再利用

等による水の手当てが戦略として掲げられている。このうち排水の再利用については、都

市排水、生活排水、家畜の糞尿の混入、廃棄物の投棄等の様々な原因によって排水路を流

れる水質の汚濁は激しく、農業用水の再利用を阻んでいる（2007 年現在の排水再利用量は

68.6 億 m3）。 

この問題を解決するには包括的な水質保全対策が必要との認識から、我が国の提案を受

け 2010 年 2 月に関係閣僚会合が開催され、水資源灌漑省、農業土地開拓省、環境省、住宅

                                                   
1 カフルシェイク県は、ナイル灌漑システムの最末端に位置し、恒常的な用水不足が生じており、排水の再利用を

含む域内での水利用の合理化が国家の最重要課題の一つとなっている地域の中から、他ドナーとの重複がない、

これまで JICA が水管理改善プロジェクトを 2フェーズ実施したサイトであり、知見及び人的ネットワークが活用

できるという観点でパイロットプロジェクトの対象地として選定した。 



省、国際協力省の 5 省が連携する体制が構築されたところであり、水質保全のための技術

的支援や計画策定能力向上に対する支援が求められている。 

なお、これまで農業用水の再利用に関しては、2009 年 9月から 2010 年 3月に「環境プロ

グラム無償（水関連技術）準備調査」において農業廃棄物による排水路の汚染軽減や排水

処理水の農業での活用のための施設整備について検討しているが、その結果、技術協力に

よる対応が適切であると判断されている。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ  

エジプト国の「国家水資源計画（National Water Resources Plan 2017: NWRP 2017）」

では、都市用水等の需要の増加にも対応するため、効率的な地下水利用、各種排水の再利

用等、総合的な水資源の利用を目指しているが、この中で農業セクターにおいては、2017

年までに農業用水の再利用を倍増（1997 年再利用量 34.60 億㎥から 2017 年再利用目標量：

88.64 億㎥）するとしており、本協力は本目標の達成に貢献する。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性  

エジプト国の水質保全に関連する他国機関の支援状況は以下のとおりである。これら支

援との重複は生じない見込みであるが、これら支援の成果を活用するとともに、本協力か

ら得られた知見や経験を共有する。 

 

（ａ）オランダ 

NWRP 2017 の実施工程の作成を支援中である。 

 

（ｂ）カナダ国際開発庁（Canadian International Development Agency: CIDA） 

「国家水質及び水利用管理計画（National Water Quality and Availability Management 

Program）」が 1997 年から 2010 年まで実施された。この案件は、水質モニタリングとその

データの質の向上を支援しており、「国家水質モニタリングネットワーク及び情報システム

〔National Water Quality Monitoring Network (NWQMN) and information system〕」が構

築された。これによって水資源灌漑省以外の関連政府機関がこれらのデータを共有し活用

できるようになっている。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置づけ  

本案件は、我が国が掲げる対エジプト国援助重点分野「貧困削減と生活水準の向上」で

挙げられる開発課題「農業・農村開発」の中の「ナイルデルタ等の水利用・農業生産の効

率化、小農の所得向上支援」の一環として位置づけられる。 

 

４．協力の枠組み 

本調査によって作成される排水再利用計画は、カフルシェイク県を対象に、中央デルタ

における農業用水を増加させるために排水再利用のための短期的及び中期的な対策を提言

する。 

この排水再利用計画は、対象地域における水質の現況や汚濁負荷量を調査した上で、灌

漑利用に必要な水質保全を含めた方策を設定し、パイロットプロジェクトでの実証を経て

策定される。 

調査に当っては、エジプト国の行政機関の能力が現時点では十分にないこと、また排水

再利用計画は関係省庁、地方行政機関、地域住民等すべての関係者の理解と参加の下で実

施する必要があることから、計画策定の段階からのこれらすべての関係者の参加を得るこ

とに留意する。 

 

（１）調査項目  

＜フェーズ１＞ 



（ａ）C/P 及び関係機関の技術者に対する技術移転計画の策定 

（ｂ）既存データの収集及び分析 

・排水の汚濁に関する現状把握 

・水質保全、灌漑のための排水再利用に関する既存情報（組織・法を含む制度及びその運

用状況・ドナーの類似分野活動状況等）の再確認。 

・対象地域の以下の項目について、追加データの収集を行う。 

- 水質・水量データや汚濁負荷量等 

- 自然条件及び社会経済条件 

- 営農状況、作付、水収支、水の不足量（現状と将来予測を含む） 

- 排水再利用の運用状況 

- 用水路及び排水路の整備状況、再利用ポンプの設置状況 

- 用水路及び排水路の汚染源特定と汚濁負荷量分析 

- 村落の配置状況及び農民組織（特に水利組合）の有無 

- 集落排水処理の現状 

- 排水再利用の水質が環境・人体に与える影響評価 

- その他 

 

（ｃ）対象地域の排水再利用を促進するために有効と考えられるアプローチの検討 

・ 水質モニタリングシステムの強化 

・ 排水路水質保全方法の検討（農畜産廃棄物処理対策の強化、集落排水システムの改善等） 

・ 水循環システムの改善（中間排水路からの再利用、適切な再利用ポンプ設置方法及び場

所の検討等） 

・ 水質保全活動、農民組織指導等に係るC/Pの能力強化 

・ 農民組織（水利組合）の機能強化         等 

 

 （ｄ）排水再利用計画（案）の策定 

・ 上記（ｂ）及び（ｃ）を通じて提示されるポテンシャルと阻害要因に合致した戦略を提

案する。 

・ 排水再利用のための短期的及び中期的な対策に係る計画を提案する。 

 

（ｅ）パイロットプロジェクトの選定と計画 

・調査を通じて検討された選定基準に基づき、C/Pがパイロットプロジェクトを住民のコン

センサスを得て選定することを支援する。 

・パイロットプロジェクトを設計する。 

 

 ＜フェーズ２＞ 

（ａ）パイロットプロジェクトの実施 

・機材、設備などパイロットプロジェクトの実施に必要な準備を行う。 

・C/P及び関係機関の能力向上と、彼らによるパイロットプロジェクトの実施を支援する。 

・パイロットプロジェクト実施に係る評価・モニタリングを実施する。 

※パイロットプロジェクトの内容としては、以下の内容等が想定される。 

・活動の実施にあたってのC/P向け研修 

・水質保全教育、活動の普及 

・堆肥化施設の設置による水路混入防止 

・水質浄化水路の設置とその展示 

・集落排水処理施設と適切で持続可能な維持管理の実施 

・DO（溶存酸素量）改良型の再利用ポンプの設置、更新 

 

（ｂ）排水再利用計画の策定 



・パイロットプロジェクトの結果を踏まえ、カフルシェイク県の排水再利用計画を完成さ

せる。 

 

（２）アウトプット（成果）  

・灌漑のための水質保全対策を含む排水再利用計画が策定される。 

・計画の策定及びパイロットプロジェクトの実施を通じて、C/Pの事業計画策定及び事業実施能力

が向上する。 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施  

（ａ）コンサルタント（分野／人数） 

総括/水質保全、灌漑、農業廃棄物処理、集落排水処理、事業化計画/経済分析、組織化、

環境教育、業務調整/水質保全補佐 各1名 

 

（ｂ）その他 

・研修員受入 

・調査用資機材 

・パイロットプロジェクト実施に必要な経費 

 

（ｃ）エジプト側投入 

・C/P人員の配置 

・事務所スペースの提供 

・パイロットプロジェクトで供与した施設の維持管理費 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標  

・策定された排水再利用計画がエジプト国の総合的な水資源計画に有効な施策として採用

される。 

・排水再利用計画の短期的及び中期的対策がエジプト国、もしくは他ドナーにより実施さ

れる。 

 

（２）活用による達成目標  

・カフルシェイク県において、排水を再利用した灌漑の受益面積が増加する。 

 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情 

（ａ）政策的要因：開発政策の変更による提案事業の優先度の低下 

（ｂ）行政的要因：水資源灌漑省及び関係機関の組織・人員の急激な弱体化、予算減 

（ｃ）経済的要因：農産物価格や物価上昇率の急激な変化 

（ｄ）社会的要因：エジプト国における治安の著しい悪化 

（ｅ）自然的要因：天候不順、大規模な病虫害、自然災害などの発生 

 

（２）関連プロジェクトの遅れ 

特になし 

 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注）  

 （ジェンダー） 

パイロットプロジェクトの計画及び実施においては、ジェンダーによる役割分担の相違

やニーズの違いをふまえた活動となるよう留意し、積極的・主体的に女性が参加できるよ



う配慮する。特に、農民組織の機能強化を行う際には、一般に組織への加入者は男性の方

が多い2ことから特に留意する。 

（環境） 

本協力で策定する計画や実施が想定されるパイロットプロジェクトは、既存の集落への

小規模な浄化槽の設置と適切な維持管理の実施や DO（溶存酸素量）改良型の再利用ポンプ

の設置等である。従って、大規模な工事や住民の移転を伴うものではなく基本的に環境へ

の大きな影響は想定されておらず、寧ろ、環境負荷の低減に資するものである。事業実施

にあたっては、環境への影響を回避・最小化するような代替案や緩和策を検討し、その結

果を反映させる等適切な配慮を行う。 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注） 

水質保全には多くの関係機関が関与するが、計画策定時にこれら関係機関の関与が不十

分であるため各種計画が予定通り実施されないケースもある。本件では、関係する 5 省に

よるステアリングコミッティーを開催し、関連省庁が連携する体制を構築する予定である

ため、このコミッティーへの情報提供を積極的に行い計画の実施につなげる。 

また、我が国は「ナイルデルタ水管理改善プロジェクト」（2000 年～2007 年）、「水管理

改善プロジェクトⅡ」（2008 年～2012 年）への協力を実施しており、その中で水利組合の

強化を行ってきている。本案件においても、水質保全活動等に重要な役割を果たす水利組

合の強化において、上記プロジェクトの経験・教訓を活用する。 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標 

（ａ）活用の進捗度 

・策定された排水再利用計画がエジプト国の総合的な水資源計画への有効な施策としての

採用有無。 

・排水再利用計画の短期的及び中期的対策のうちエジプト国（他ドナーによる支援を含む）

の取り組み状況。 

 

（ｂ）活用による達成目標の指標 

・総合的な水資源計画の実現のための具体的方策として県のプロジェクト実施計画でのロ

ングリスト化。 

・カフルシェイク県における排水を再利用した灌漑の受益面積の増加。 

 

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期 

・フォローアップ調査によるモニタリング 

・協力終了3年後を目途に実施予定 

（注）調査にあたっての配慮事項 

                                                   
2 2010 年 5 月～7月に実施した協力準備調査で調査した支線用水路レベルの水利組合では、加入者の 80％強が男

性であった。 


